
第２章 踊り場を経て再び緩やかに回復する地域経済 

 

＜要 約＞ 

１．概況－踊り場を経て再び緩やかな回復へ－ 

・04 年秋ごろから各地域で電子部品・デバイスの生産が軒並み減少、台風や新潟県中越地

震の影響もあり、個人消費にもやや弱さがみられたことから、景況感が悪化。いわゆる

踊り場局面へ。 

・05 年秋口現在、電子部品・デバイスの生産調整はほぼ終了、個人消費にも持ち直しの動

き。再び緩やかな回復軌道に。 

 

２．景気の踊り場をもたらした２つの要因 

・電子部品・デバイスの生産は 04 年秋ごろから全国的に鈍化。05 年秋口現在、調整はお

おむね終了したものの、九州ではなおも調整が続く。 

・個人消費は天候要因が大きく響き、04 年秋口からやや弱さが。05 年春先から天候要因が

解消され、持ち直しの動きがみられるように。この間、国内旅行も回復。 

 

３．緩やかな景気回復の背景にあるもの 

・設備投資は増加基調が継続。04 年の工場立地件数は全地域で前年超え。05 年度の設備投

資もおおむね全地域で前年を上回る計画。 

・雇用情勢も改善が続く。有効求人倍率は全地域で前年超え。失業率もおおむね全地域で

前年を下回る。雇用過剰感も緩和され、不足感がみられる地域も。 

・賃金も 05 年に入って持ち直しの動き。 

 

４．未だに残る地域間・地域内のばらつき 

・北海道、東北はやや弱含み。 

・生産面のばらつきは過去２回の回復局面がほぼ一定ないし縮小傾向だったのに対し、む

しろ拡大。各地域の産業構成や輸出競争力の差に起因。 

・雇用面において有効求人倍率をみると、ばらつきは縮小していない。ただし、その水準

は前回の回復局面にもみられた程度。 

 

５．地域経済の今後の見通し 

・原油価格の高騰に端を発したガソリンや灯油価格の家計への影響が懸念される。ガソリ

ンは地方圏、灯油は北海道、東北、北陸で家計支出へ占める割合が高い。冬場を迎える

に際して、今後の動向に注視する必要。原油価格の高騰は企業収益にも影響を及ぼす。 

・雇用の改善と賃金の持ち直しが続き、個人消費にも波及。 
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１．概況－踊り場を経て再び緩やかな回復へ－ 

 04 年夏ごろから直近までの地域経済の状況をみると、04 年秋ごろに各地域で電子部品・デ

バイスの生産が軒並み減少したことや、度重なる台風の襲来や新潟県中越地震の影響もあって、

個人消費がやや弱含んだことから、景況感の悪化が各地でみられた。 

こうしたことから、04 年 11 月（主に７－９月期のデータで判断）の内閣府「地域経済動向」

では、相次ぐ台風によって観光客が減少したため、沖縄の景気判断を「緩やかに回復している」

から「回復の動きに一服感」と下方修正した。 

05 年２月（主に 04 年 10－12 月期のデータで判断）には、各地域で生産が軒並み落ち込んだ

ことや、個人消費がやや弱さがみられたことから、東海を「力強く回復」から「回復」に、北

関東、南関東を「緩やかに回復」から「回復の動きに一服感」に、四国を「持ち直し」から「持

ち直しが緩やか」に下方修正した。地域別にみても、景気はいわゆる「踊り場」的な状態に入

ったと言える。 

 05 年に入ってからは、電子部品・デバイスの生産の回復に差がみられたため、５月（主に１

－３月期のデータで判断）には、北関東、南関東、四国を上方修正する一方で、東北、九州を

下方修正した。 

８月（主に４－６月期のデータで判断）には、電子部品・デバイスの生産調整がほぼ終了し、

生産がおおむね全地域で横ばい圏内まで持ち直したことや、個人消費が多くの地域で持ち直し

の動きがみられたことから、東海、沖縄を上方修正した。 

 05 年秋口現在の地域経済をみると、踊り場局面を経て、再び緩やかな回復軌道に乗っている

と言える（第２－１－１図）。 

 

1) 各地域の景況感も減速から回復へ 

 景気ウォッチャー調査で各地域の現状判断ＤＩの推移をみると、04 年８月まではおおむね全

地域で横ばいを示す 50 を上回っていたものの、９月には全地域で 50 を割り、その後 12 月ま

で、景況感の悪化が続いた。 

05 年に入ってからは、景況感の悪化に歯止めがかかり、現状判断ＤＩは、50 は下回るもの

の、その下回る幅が月を追うごとに小さくなっていった。３月に南関東と中国で 50 を上回っ

たのを皮切りに、再び 50 を超える地域がみられるようになり、９月現在で、北海道、北関東、

南関東、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄の９地域で 50 を超えている。全国の集計値を

みても、５月以降、５か月連続で 50 を上回っている（第２－１－２図）。 

 

2) 企業の景況感も持ち直し 

地域別の日銀短観1で、企業の景況感をみても、ほぼ同様の傾向がみられる。 

                            
1 景気ウォッチャー調査は、地域別には、全体のＤＩと家計部門のＤＩのみしか公表されていない。このた
め、企業部門の景況感を確認するために、地域別の日銀短観を使用する。ただし、地域別の日銀短観は、地
域の産業構成を反映して調査対象を選定しているわけではないため、ＤＩ自体を地域別に比較することは正
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 直近の 05 年９月調査をみると、業況判断ＤＩがゼロ（「良い」－「悪い」の構成比が同じ）

を上回っている地域は、北関東、南関東、東海、近畿の４地域である。北陸、中国、九州、沖

縄でも、景気にやや弱い動きのみられた 04 年 12 月調査と比較すると、マイナス幅が縮小して

いる（第２－１－３図）。 

 

２．景気の踊り場をもたらした２つの要因 

 景気の踊り場的な状態をもたらした要因は２つ考えられる。１つは 04 年秋口以降の生産の

減速であり、もう１つは同時期における個人消費の低迷である。 

 

(1) 生産は減速から横ばい圏内へ 

 今回の景気回復局面は、輸出が回復し、それに伴って、生産が持ち直したことから始まった。

こうした中、地域の生産をけん引しているのは、電子部品・デバイスと輸送機械である。実際、

各地の生産をみると、これら２つの業種が生産に占める割合が高いところほど、生産が増加す

るという傾向がみられる（第２－２－１図）。 

 

 しかし、04 年の秋口ごろから、ＩＴ関連分野における世界的な在庫調整を受けて、電子部品・

デバイスの生産が全国的に鈍化し、それに伴って、各地域の生産も軒並み減少した。また、も

う１つのけん引役である輸送機械も、原料である鋼材不足の影響を受けて、生産が一時的に減

少する地域もみられた。 

 05 年に入り春先までには、在庫調整が進展した結果、電子部品・デバイスの生産は、北海道、

東海、北陸、近畿、中国で持ち直した。一方で、東北、関東、九州には引き続き減少局面とな

っていた。なお、この時期においては鋼材不足も解消されたため、輸送機械はおおむね全地域

で生産を下支えするものとなった。 

 05 年４－６月期になると、東北や関東においても電子部品・デバイスの生産調整は終了し、

再び生産をけん引するまでに至っているが、九州ではなおも調整局面が続いている（第２－２

－２図）。 

 

 これは何が原因しているのだろうか。電子部品・デバイスの中身をみると、九州では集積回

路製造業の比率が際立って高くなっており、この部分の不調が大きく響いていると考えられる

（第２－２－３図）。 

 

 ただし、電子部品・デバイスの在庫循環図をみると、05 年４－６月期には、おおむね全地域

で 45 度線の付近もしくは、それを上回った地域もみられる。九州においても、45 度線をまた

ぐ状況となっており、今後生産が持ち直していくことが期待される（第２－２－４図）。 

                                                                                   
しくない。 
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(2) 天候要因が影響した個人消費 

 景気の踊り場的な状態をもたらしたもう１つの要因は個人消費の低迷である。この原因とし

ては、異常続きの天候が挙げられる。 

 04 年は歴史に残るような天災の続いた年であった。特に盛夏から秋口にかけて、史上最高数

の台風が上陸したことに加え、10 月 22 日には、震度７、マグニチュード 6.8 を記録した新潟

県中越地震2が発生した。さらに、10 月から 12 月にかけて、暖冬だったことも、冬物商品の売

上に影響を及ぼした。 

これらは消費者心理に大きく影響した。景気ウォッチャー調査で家計部門の現状判断ＤＩで

家計関連分野の景況感をみると、04 年８月に横ばいを示す 50 を割り込み、その後晩秋まで景

況感の悪化が続いた。特筆すべきことは、景況感の悪化が、旅行やレジャー施設関連だけでは

なく、家計部門のほぼ全分野にわたったことである（第２－２－５図）。 

地域別にみても、同様に 04 年８月以降、おおむね全地域で景況感が急速に悪化した。新潟

県中越地震の発生した翌月の 11 月には、東北は 37.4 まで落ち込んだ（第２－２－６図）。 

 

 景況感の悪化は実態としての消費にも影響した。大型小売店販売額（既存店）をみると、04

年 10－12 月期は全地域で前年同期を下回ったうえに、その減少幅が７－９月期と比べて大幅

に悪化した地域が続出した。これは百貨店、スーパー、コンビニのいずれの業態にも当てはま

ったことである（第２－２－７図）。 

 

 しかし、年が明けてから、個人消費の潮目が変わってきた。元々個人消費の弱さは異常なま

での天災要因によるものであるから、異常さがなくなれば、持ち直すのは当然と言える。 

家計部門の景況感は緩やかに上昇し、再び 50 をうかがうまでに至っている。地域別にみて

も、２月に沖縄が 50 まで持ち直し、９月現在では北海道、東海、近畿、沖縄の４地域が 50 超

えをしている。 

 実態としての消費も持ち直している。百貨店販売額（既存店）をみると、05 年４－６月期に

なって、中部3、近畿、中国では前年を上回っている。その他の地域は前年を下回っているもの

の、その減少幅は縮小している（第２－２－８図）。これは天候が比較的良かったことに加え

て、所得面の持ち直しがみられたことも背景にある（後述する）。また、いわゆるクールビズ

の推進に当たって、様々なファッションの提案がなされ、ファッションに対する関心が増した

ことも要因に挙げられるだろう。 

 さらに、２月に中部国際空港が開港し、３月に愛知万博が開幕したことが国内旅行の活性化

                            
2 97 年１月 17 日に発生した阪神大震災は震度７、マグニチュード 7.3。 
3 中でも、東海は愛知万博の開催によって、観光客による土産需要なども功を奏して、格段に高い伸びとな
っている。 
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につながっている。大手旅行業者 13 社取扱金額4をみると、３月以降は前年を上回る傾向がみ

られる。主要観光地である北海道や沖縄の観光客数も回復し、特に沖縄は年明けからほぼ毎月、

その月としての過去最高の観光客数を記録している（第２－２－９図）。北海道も、来道者数

が回復傾向にある。 

 

３．緩やかな景気回復の背景にあるもの 

(1) 企業部門の改善－増加基調の続く設備投資 

今回の回復局面では企業部門が家計部門に先んじて回復し、中でも設備投資の力強さが内需

を支えている。 

 新設の工場立地件数をみると、03 年は中国を除いた全地域で前年を上回っていた。これに続

き、04 年は全地域で前年を上回った（第２－３－１図）。 

 

 日銀短観をみると、04 年度の設備投資実績では、製造業は全地域で前年を上回ったが、非製

造業では、前年を下回った地域も多かった。これは、建設や不動産、運輸などが軒並み前年割

れとなっているためである。一方、中国では建設、不動産、卸・小売、飲食・宿泊など幅広い

業種にわたって動きがみられ、沖縄では小売の新規出店や、ホテル建設があったことから、前

年超えとなった。 

 05 年度計画をみても、製造業は全地域で前年を上回っている。目立つものをみると、北海道

は輸送用機械の工場新設が計画されており、高水準だった 04 年度をさらに上回る計画となっ

ている。東北は輸送用機械が能力増強を予定しているほか、電気機械も引き続き高水準の投資

が見込まれるところである。東海は 04 年度に引き続き、自動車、一般機械、電気機械がけん

引する見込みである。九州は輸送用機械が大きく伸長する見込みであり、福岡県が推進してい

る「北部九州自動車 100 万台生産拠点推進構想5」が達成される見通しになっている。 

 非製造業をみると、東海と北陸は増加に転じており、両地域ともに、卸売がけん引する見込

みである。特に東海は中部国際空港の開港や愛知万博の開幕により、建設が反動減となるにも

かかわらず、非製造業全体としては前年を超える計画となっており、東海地域の景気の底固さ

を示す結果となっている（第２－３－２図）。 

 

1) 倒産は減少 

 企業部門の好調さは倒産の減少にも現れている。04 年は 03 年に引き続き、倒産件数が大幅

に減少した。大型倒産の中身をみても、ゴルフ場や不動産業など、過去の過剰な投資という負

の遺産を引きずっていたところが倒産に至ったケースが少なくなかった。 

 05 年に入ると、前年比で横ばいや増加する地域もみられる。これは倒産件数自体が低い水準

                            
4 鉄道旅客協会「大手旅行業者 13 社取扱金額」によると、国内旅行の前年同月比は 05 年３月 2.5％、４月
0.8％、５月△1.7％、６月 3.4％、７月 2.7％。 

5 北部九州地区で年間 100 万台の自動車の生産を達成すること、そのために福岡県では 03 年 2 月に「北部九
州自動車 100 万台生産拠点推進会議」を設立し、関連企業の誘致等を進めている。 
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で推移しているためである（第２－３－３表）。 

 

(2) 家計部門の改善－雇用情勢 

1) 各指標で確認する雇用情勢の改善 

 雇用情勢の改善も続いている。 

 有効求人倍率をみると、１年前と比較して、全地域で上昇しており、直近の 05 年４－６月

期では北・南関東、東海、北陸、中国の５地域では１倍を超えている（第２－３－４図）。近

畿（0.92 倍）、沖縄（0.45 倍）でも過去２回の景気回復局面における最大値を超えるまでとな

っている（近畿は 97 年４－６月期の 0.62 倍、沖縄は同期の 0.26 倍）。 

 

完全失業率をみると、１年前と比較して、ほとんどの地域で低下している。中でも北関東、

東海、北陸、中国は４％を下回っている。近畿は 5.1％ながら、近畿としては 98 年以来の低い

水準である（第２－３－５図）。 

 

 地域別の日銀短観で雇用過剰感をみると6、１年前と比較して、四国で過剰感がやや上昇して

いるものの、その他の地域ではおおむね横ばいか緩和している。南関東、東海、北陸、近畿、

中国、九州ではむしろ雇用の不足感が感じられるようになっている（第２－３－６図）。 

 

 高校新卒者の就職率をみても、全地域で改善している。大学新卒者の就職率は、北海道・東

北地域、中国・四国地域ではやや悪化しているが、例えば北海道では 04 年 12 月の景気ウォッ

チャー調査で大学の就職担当者から、「採用活動が終盤にもかかわらず、求人件数が増えてい

る。企業担当者から充分な採用ができず、良い学生がいれば採用したいとの申し出がある」と

いうコメントが寄せられるなど、新卒者の雇用環境は必ずしも悪くないと考えられる。むしろ、

学生側の能力が企業の求めるそれに追いついていないという可能性がある（第２－３－７図、

第２－３－８図）。 

 

2) 賃金の動向 

 雇用情勢の改善が進み、むしろ人材不足感の強まる地域もみられる中で、賃金にもその影響

は及んでいるのだろうか。 

 毎月勤労統計の地方調査をみると、04 年は四国が前年を大きく超えており、北関東や南関東

もこれに続いていた。しかし、北海道や東北では上半期までは前年を超えていたものの、下半

期に入って、むしろ前年を下回る動きがみられた。また、とりわけ近畿、九州、沖縄では前年

を大きく下回って推移していた。 

 05 年7に入ってからは、南関東、東海、沖縄で前年を超える動きがみられ、近畿や九州では

                            
6 地域別の景況感と同様、雇用判断ＤＩにおいても、地域ごとの数値を並べて比較することは正しくない。 
7 毎月勤労統計の地方調査は 04 年 12 月までしか公表されていないので、05 年に入ってからの値は、都道府
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前年を下回っているものの、減少幅は 05 年に入ってから縮小してきている。一方で、北海道、

東北では前年を大きく下回っている（第２－３－９図）。 

 

４．未だに残る地域間・地域内のばらつき 

1) 北海道と東北はやや弱含み 

 05 年８月現在、各地域の景気判断をみると、東海が「力強く回復している」一方で、北海道

や東北では「やや弱含んでいる」。とりわけ北海道では、03 年５月以降 10 四半期連続で「やや

弱含んでいる」状態が続いている。この景況感のばらつきは何によってもたらされているのだ

ろうか。また、ばらつきが解消する見込みはあるのだろうか。 

 これら２地域をみると、特に個人消費にやや弱さがみられる。他の地域では、05 年の半ばに

なって、持ち直しの動きがみられているにもかかわらず、である。賃金の動向をみると、前述

のとおり、北海道、東北ではこのところ前年を大きく下回って推移しており、所得要因からの

下押し圧力があるとみられる。また、この２地域では６・７月の天候が悪かったこと（両地域

では７月上旬まで低温が続き、東北地域では梅雨明けが８月上旬までずれ込んだ）も大きいと

考えられる。 

 しかし、明るい動きもみられる。北海道では来道者数が前年比横ばいまで持ち直してきてお

り、知床半島の世界自然遺産への登録効果もあって（コラム１を参照）、今後さらに観光客の

増加による活性化が期待できる。東北では電子部品・デバイスの生産調整がほぼ終了し、生産

面からの弱さは解消されている。 

 

2) 生産面のばらつき 

 生産のばらつきをみると、全く縮小していない。前回、前々回の回復局面においては、地域

間のばらつきはほぼ一定か、もしくは縮小する傾向すらみられた。今回の回復局面では、生産

の回復は一様ではなく、各地域の産業構成や輸出競争力の差異が現れる結果となっている（第

２－４－１図）。 

 

3) 雇用面のばらつき 

 雇用面をみると、有効求人倍率の地域間のばらつきは縮小していない。これは有効求人倍率

の上昇テンポに差があるためと言える。最大の地域が力強く上昇する一方、最小の地域は上昇

が緩やかにとどまっており、結果として差が開くことになっている。変動係数をみると、景気

回復局面に入ったころ（02 年）にはおおむね横ばいで推移していたものの、03 年の中ごろか

ら上昇が目立ち始め、05 年に入ってからも高いままで推移している。 

過去と比較すると、前回、前々回の回復局面においては、地域間のばらつきはむしろ縮小す

る方向にあった。今回の回復局面は、有効求人倍率の最大地域が大きく上昇し、最小地域の上

                                                                                   
県の労働局の公表データを内閣府が集計した試算値。 
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昇幅が緩やかという意味でバブル経済時とよく似た傾向となっている。しかし、変動係数の水

準をみると、前回の回復局面程度のものにとどまっている。ばらつきは解消されていないもの

の、必ずしも大きくはないと言える（第２－４－２図）。 

 

4) 地域内のばらつき 

 今までは、大くくりの「地域」の景気動向を見てきた。しかし、人々が感じる景気動向は大

括りの地域や全国の値よりも、より身近な単位における景気であるとも言える。 

 こうした問題意識に立って、「地域内8」における景気回復のばらつきを少し見てみよう9。 

 生産について、景気の谷である 02 年１月からの推移をみる。ばらつきは東海、北陸、近畿、

四国でやや拡大傾向となっているが、東北、北・南関東、中国、九州では横ばい程度となって

いる（第２－４－３図）。 

 

有効求人倍率について、同様に 02 年１月からの推移をみる。東北では一貫して拡大してお

り、南関東や中国は 05 年に入って、拡大傾向となっている。東海や近畿は 04 年まで上昇して

きたが、05 年に入ってほぼ横ばい傾向となっている。北関東、北陸では横ばいで推移している

（第２－４－４図）。 

 

完全失業率について、02 年と 04 年を比較すると、ばらつきは５地域で拡大している一方、

１地域でほぼ横ばい、３地域で縮小している。 

東海は両年ともにばらつきが一番小さいが、四国は大幅に拡大している。これは四国内で３

県は失業率が下がったものの、１県だけ大幅に上昇したためである。北陸も大幅に上昇してい

るが、04 年の北陸３県の失業率はいずれも全国平均の 4.7％を下回っているため、ばらつきが

拡大しているからと言って一概に雇用情勢が悪化したとは言えないだろう（第２－４－５図）。 

 

５．地域経済の今後の見通し 

 以上みてきたように、地域経済は昨年秋口ごろの踊り場的局面を克服し、再び緩やかな回復

軌道に乗っている。これは今後も続くと言えるのだろうか。 

 景気ウォッチャー調査の先行き判断ＤＩ（２～３か月先の見通しを尋ねたもの）をみると、

４月以降６か月連続で横ばいを示す 50 を上回っている（第２－５－１図）。とりわけ、愛知万

博閉幕後の反動が懸念された東海も上昇しており、50 を超える状況が続いている。一方で、原

油価格の高騰に伴って、ガソリン価格や灯油価格の上昇が続いていることから、その家計への

影響を懸念するコメントも各地域で目立ってきている。 

 ガソリン価格の推移をみると、今年に入ってから、地域を問わずに大幅に上昇しており、９

                            
8 地域別かつ都道府県別で入手できるデータには、鉱工業生産指数、有効求人倍率（以上月次）、完全失業率
（年次）などがある。 

9 北海道と沖縄は単一県で地域としているため、ここでの分析では除外している。 
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月の全国平均店頭価格は、13 年８か月ぶりにリッター当たりで 130 円を突破している（付図２

－１）。 

しかし、地域によって、消費支出に占めるガソリン支出の割合は異なる。都市圏では低く、

地方圏は高いという傾向がみられる。冬場にかけては灯油の消費が増加することが予想される。

同様に消費支出に占める灯油支出の割合をみると、北海道が格段に高くなっており、以下、東

北、北陸で全国平均を大きく上回っている。灯油価格も値上がりが続いており、寒さを我慢す

ることは難しいため、灯油支出は個人消費の圧迫要因になることが懸念される（第２－５－２

図）。さらに、最終製品にまで価格転嫁が進んで消費者物価が跳ね上がることや、ガソリン価

格上昇による心理的な影響のほうも出てくるかもしれない10。消費者物価をみると、05 年４－

６月期で自動車等関係費がすべての地域で上昇に寄与している（付図２－２）。 

 

原油価格の影響は製造業全般や非製造業、特に輸送業にも見られる傾向である。その上昇の

影響を価格に転嫁できずに、利益率が悪化しているとも指摘されている。 

 原油価格の動向には引き続き注意が必要だが、雇用情勢の改善が賃金の上昇を伴い、個人消

費につながるという面からの下支え効果は今後も続くと考えられる。 

 また、現状でも残存する地域間・地域内の回復のばらつきは解消されていくのだろうか。地

域の景気を平準化していた公共投資の削減が続くなか、地域間の景気回復が一様でないのはあ

る意味当然とも言える。しかし、例えば、現在、地域の生産をけん引しているのが電子部品・

デバイスと輸送用機械だからと言って、それらの工場を回復の遅れている地域にも建てるよう

なことは、景気平準化の一助となるのだろうか。今回はあり得るかもしれないが、次回以降の

景気のけん引役がこれらの業種であるという保証はない。地域の独自性を活かしつつ、景気循

環にも強い地域を作っていくことが必要である。落ち込みがあまりなければ、回復が緩やかで

あっても、人々の暮らしはあまり変わらないだろう。地域の産業の底力をいかに強くしていく

のかが求められている。 

 

                            
10 石油製品の業界団体である「石油連盟」のアンケート調査（05 年９月公表、ホームページによるアンケー
ト調査、28,756 人が回答）によると、ガソリン価格の上昇によって、ガソリン消費を節約している人は 48.2％、
節約したいができない人は 39.0％、節約していない人は 12.8％。 
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